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情報提供義務について






























は、上記勧誘に応じ、平成 11 年 3月 2日、Y信用協同組合に対し、各 500 万円の出資をした（以
下、上記各出資を「本件各出資」といい、本件各出資に係るXと Y信用協同組合との間の各契約を「本件
各出資契約」という）。Y信用協同組合は、平成 12 年、金融再生委員会から、金融機能の再生のた

































































平成 11 年 2 月 25 日判決（判時 1676・71）がある。
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　　東京地裁平成 11・2・25 判決（判時 1676・71）⑷
（一）　事実
　Xらは、不動産販売業者Yから、一棟の新築マンション（以下「本件建物」）のうち、18 戸の区
分所有建物（以下「本件区分所有建物」）を、平成 6年 6 月 23 日から同年 7月 2 日までの間にそれ
ぞれ購入し、Yに対して各代金を支払った。本件建物は、平成 7年 8 月ころ完成し、同年 10 月
ころまでにXらに対し本件区分所有建物の引渡しが行われたが、本件建物の南側隣接地の所有
者であったA社は、平成 6年 12 月 15 日ころ、子会社である B社に対し当該隣接地を譲渡し、


























































































































































⑴　渡辺博之『わが国における「契約交渉の際の過失責任」の総合的分析（3）』判時 1685 号（1999 年）
191 頁は、本件における損害賠償責任につき、当事者の一方が契約交渉のさいに要求される、相互に相手
方の人格、財産を害しない（広義の保護）義務を信義則に反して怠ったことによる責任と解している。
⑵　判例評釈として、松浦聖子「判批」法セミ 681 号（2011 年）130 頁、久須本かおり「判批」愛大 190 号
（2011 年）89 頁。
⑶　奥田昌道編『新版注釈民法（10）Ⅱ』（2011 年）115 頁。
⑷　判例評釈として、青木英憲「判批」判タ 1178 号（2005 年）132 頁。
⑸　RZ 1911. 12. 7. RGZ 78, 239. 円谷峻『新・契約の成立と責任』（2004 年）48 頁。
⑹　BGZ 1976. 1. 28. BGZH 66, 51. 円谷・前掲『新・契約の成立と責任』62-63 頁。
⑺　Larenz, Lehrbuch des Schuldrechts, Bd. I, Allgemeiner Teil, 14. Aufl., 1987, S. 7ff. 潮見佳男『契約規範
の構造と展開』（1991）61-62 頁。
⑻　Larenz, a. a. O., S. 118. 長坂純『契約責任の構造と射程─完全性利益侵害の帰責構造を中心に─』（2010
年）66-67 頁
⑼　Canaris は、意思の欠缺または瑕疵ある意思表示の場合、自己決定とするには問題があることから、私
的自治の原則ではなく、信頼責任が問題となるとする（Canaris, Die Vertrauenshaftung im Deutschen 
Privatrecht, 1971, S. 418f.）。そして、信頼責任は意思による（ex volontate）責任でなく、法律による（ex 
lege）責任であるとする（S. 428f.）。もしこのような場合を法律行為の問題とすると、意思表示は私的自
治の実現のための道具（Instrument zur Verwirklichung der Privatautonomie）でしかないため、法律行

























に基づき、信義誠実の原則の伝統、特に悪意的行動（dolus praeteritus ）の禁止と自己悖戻行為（venire 









⑽　Canaris, Ansprüche wegen „positiver Vertragsverletzung“ und „Schutzwirkung für Dritte“ bei nichtigen 




⑾　Canaris, Anspruche wegen „positive Vertragsverletzung“ und „Schutzwirkung für Dritte“ bei nichtigen 
Vertragen-Zugleich ein Beitrag zur Vereinheitlichung der Regeln über die Schutzpflichtverletzungen, 
479. 長坂・前掲『契約責任の構造と射程─完全性利益侵害の帰責構造を中心に─』20-21 頁。
⑿　半田吉信『ドイツ債務法現代化法概説』（2003 年）102 頁以下。
⒀　Bundesminister der Justiz, Abschlußbericht der kommission zur Überarbeitung des Schuldrechts, 
1992, S.114. 長坂・前掲『契約責任の構造と射程─完全性利益侵害の帰責構造を中心に─』124-125 頁。
⒁　平野裕之「十九世紀後半におけるフランス契約責任論の胎動─完全性利益の侵害と契約責任論」法論
60 巻 4・5 合併号（1988 年）622 頁。






⒄　Civ. 21 nov. 1911, D. 1913. I. 249.
⒅　伊藤浩「手段債務としての安全債務と結果債務としての安全債務（一）─安全配慮義務の解釈視点─」
立教法学 28 号（1987 年）105-106 頁。
⒆　Civ. 6 déc. 1932, D. 1933. I. 137.




6 号（1988 年）68-69 頁。
22　後藤巻則『消費者契約の法理論』（2002 年）13 頁。
23　馬場圭太「フランス法における情報提供義務理論の生成と展開（一）」早法 73 巻 2 号（1997 年）97-98 頁。
Juglart, L’ obligation de renseignements dans le contrat, RTD civ., 1945, p. 22.
24　後藤・前掲『消費者契約の法理論』15 頁。
25　野澤正充『民法学と消費者法学の軌跡』（2009 年）225 頁以下。











































30　Canaris, Anspruche wegen „positive Vertragsverletzung“ und „Schutzwirkung für Dritte“ bei 
nichtigen Vertragen-Zugleich ein Beitrag zur Vereinheitl ichung der Regeln über die 
Schutzpflichtverletzungen, 476. 潮見・前掲『契約規範の構造と展開』103-104 頁。
31　Canaris, Die Vertrauenshaftung im Deutshen Privatrecht, S.430.
32　Canaris, Anspruche wegen „positive Vertragsverletzung“ und „Schutzwirkung für Dritte“ bei 
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 13 号　2012
─　　─106
nichtigen Vertragen-Zugleich ein Beitrag zur Vereinheitl ichung der Regeln über die 
Schutzpflichtverletzungen, 475-478.
33　不法行為責任と考えるべきとする見解として、平野裕之「契約締結に際する信義則上の説明義務違反に





法改正の基本方針（別冊NBL126 号）（2009 年）96 頁）。
【3.1.1.10】（交渉当事者の情報提供義務・説明義務）
〈1〉当事者は、契約の交渉に際して、当該契約に関する事項であって、契約を締結するか否かに関し相
手方の判断に影響を及ぼすべきものにつき、契約の性質、各当事者の地位、当該交渉における行動、交渉
過程でなされた当事者間の取り決めの存在およびその内容等に照らして、信義誠実の原則に従って情報を
提供し、説明をしなければならない。
〈2〉〈1〉の義務に違反した者は、相手方がその契約を締結しなければ被らなかったであろう損害を賠償
する責任を負う。
